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前沢下水浄化センター
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次 第

１ 開 会

２ 挨 拶

３ 職員紹介

４ 説 明

下水道使用料の改定について

５ 質 疑

６ 閉 会

下⽔道使⽤料の改定に関する市⺠説明会 資料



１ 下水道事業の概要
当市の汚水処理は、公共下水道事業、農業集落排水事業、 コミュニティ・プラン

ト事業、市営浄化槽事業で実施しています。なお、下水道使⽤料の改定については、
合併後初となります。今回の下水道使⽤料の改定は、市営浄化槽は対象外です。

１

下水道が整備されていない
住宅団地は
「コミュニティ・プラント」
を整備（市内に３箇所）

農村部の集落は
「農業集落排⽔」で整備 人家が点在する区域は

「市営浄化槽」で整備

人口が密集する市街地は
「公共下⽔道」で整備

・⾯的に整備し、し尿や
雑排水等を処理

公共下水道エリア内の
未整備区域は

「個人設置型浄化槽」で整備



２ 下水道の経営状況はどうなっているの︖

２

下水道の使⽤は接続している人に限られるため、原則、税⾦ではなく、下水道使⽤料
で経費をまかなう「独⽴採算制」により運営しています。

今回使⽤料を改定しない場合、経営状況を表す「経費回収率」が令和６（2024）年度
の87.5％から、年々低下してしまいます。

Ｑ 経費回収率って何︖
汚水処理費⽤が下水道使⽤
料でどの程度まかなえてい
るかを表した指標です。
安定的に経営するため100％
以上であることが求められ
ます。
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経費回収率等の状況

下水道使用料 汚水処理費 経費回収率

66.0%

億円 87.5% 経費回収率が低下

汚 ⽔

処理費
下⽔道

使⽤料

下水道使⽤料で
まかなえている分

下水道使⽤料で
まかなえていない分

経費回収率

34.0％

66.0％



３ なぜ、経費回収率が低下するの︖

３

経費回収率低下の要因は主に２つ

流域下⽔道維持管理負担⾦
の大幅増

人口減少や節水機器の普及などの影響により、下水道使⽤料収⼊も減少する⾒込みです。

物価⾼騰を受け令和７（2025）年度以降の負
担⾦が⼤幅な増額となり、下水道事業の経営
に⼤きな影響を及ぼしています。

県が
市の公共下水道の⼀部は、県が運営する処理
場で処理されています。この負担⾦として、
市は県に「流域下⽔道維持管理負担⾦」を
支払っています。

POINT

１ 下⽔道使⽤料収⼊の減少

POINT

２
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億円
一般会計繰入金の状況（下水道使用料を改定しない場合）

基準内繰入金 基準外繰入金 繰入金合計

24.6億

29.8億

４ なぜ今、使⽤料改定しなければいけないの︖
市の財政に影響を及ぼす⼀般会計繰⼊⾦ ①

下水道使⽤料だけでまかなえない費⽤を、税⾦などから補てんしています。その補て
んしているお⾦を⼀般会計繰⼊⾦といいます。

現在のまま経営を続けた場合、流域下水道維持管理負担⾦の増、物価⾼騰及び下水道
整備により、令和10（2028）年度には29.8億円まで増加し、市の財政に影響を及ぼす
ことになります。

このままだと
⼀般会計繰⼊⾦は29.8億円に

⼀般会計繰⼊⾦には
基準内と基準外があります

国が税⾦などで負担することを認めた経費
に使う繰⼊⾦です。下水道には水環境の保
全や⾬水処理等、下水道に接続していない
方にも受益が及ぶ効果もあることから、認
められています。この繰⼊⾦に対しては、
⼀定程度、国から地方交付税が交付されま
す。

市独⾃の繰⼊⾦です。政策的な目的や収支
不⾜を補てんするために繰り⼊れています。

基準内繰⼊⾦

基準外繰⼊⾦

４

POINT

１
POINT

２



では、下水道使⽤料でまかなえない費⽤を⼀般会計から繰り⼊れることが問題なのは
なぜでしょうか。

理由は、受益者負担の公平性が確保できないことと、市の財政に影響を及ぼすことに
なるからです。前のページで説明した基準外繰⼊⾦から削減していく必要があります。

7

受益者負担の公平性が
確保できない

市の財政に影響

市が管理している下水道等を使⽤して
いない市⺠も市税を通じて間接的に負
担することとなり、受益者負担の公平
性が損なわれます。

うちは個人で
管理しているのに
私たちの払った
税⾦がさらに使わ
れるの︖

福祉、教育、⼦育て支援、道路等の維持
管理など、全市⺠対象の事業に影響を及
ぼすことになります。

全市⺠が対象の事業に影響

個人が管理している
浄化槽、汲み取り

約３割

市が管理している
下水道等の水洗化人口

約７割 ５

４ なぜ今、使⽤料改定しなければいけないの︖
市の財政に影響を及ぼす⼀般会計繰⼊⾦ ②

POINT

１
POINT

２

道路等の
維持管理

福祉 子育て
支援



４ なぜ今、使⽤料改定しなければいけないの︖
経費回収率を維持する必要性

・下⽔道施設の耐震化

・安全性確保のための定期点検

全国で
強化

下⽔道使⽤料を改定し、経費回収率を維持する目的は、

６

下水道使⽤料を改定してまで、経費回収率を維持しなければいけない理由はなぜで
しょうか。

埼玉県八潮市で発生した⼤規模道路陥没事故や近年頻発する地震により、全国で下水
道施設の耐震化や定期点検の強化が進められています。繰⼊⾦を抑制しながら安全な汚
水処理サービスを持続的に提供するためにも、経費回収率を維持する必要があります。



POINT

５ 下水道使⽤料改定における基本的な考え方
下水道事業では、課題を解決するために経営戦略を令和６（2024）年度に⾒直して

おり、そのなかで経営目標を定めています。その経営目標に基づき、下水道使⽤料の
改定における基本的な考え方を次のとおりとしました。

経費回収率85％の維持
改定算定期間（※）の繰⼊⾦額を104.25億円
以内に縮減 ※改定算定期間︓令和９（2027）年度〜令和12（2030）年度

７

Ｑ経営戦略とは︖

経費回収率の維持
経営戦略改定時の水準

85％の維持

繰⼊⾦の縮減 企業債残高の縮減
計画期間10年間合計で
244.5億円以内に

令和16年度末の残⾼を
183億円以内に

（経営戦略の計画期間︓令和７（2025）年度〜令和16（2034）年度）

経営戦略に基づき定めた
下⽔道使⽤料の改定における基本的な考え⽅

経営戦略のなかで下水道使⽤料の改定は４年ごとに検討することとしているため、
次のとおりとしました（次の改定に係る検討は令和13（2031）年度の予定）。

２つの
経営目標の

達成を要件に

経営戦略で定めた３つの経営目標

汚水処理サービスを将来にわたり安定的に継続するための中⻑期的な基本計画です。流域下水道維持管
理負担⾦の増などの課題に対応し、健全な財政運営を⾏うための指針となります。

１

２



６ 改定率のシミュレーションと「30％」とした理由

今回の料⾦改定率は

平均 で30％ に抑える決断をしました

経営目標を２つとも達成するには60％ の改定が必要という結果に

経費回収率
経営目標の達成には

60％の改定が必要

繰⼊⾦
経営目標の達成には

34％の改定が必要

60％の改定は使⽤者のみなさま
に急激な負担を強いることになる…

８

令和６（2024）年度に経営戦略を⾒直した後に必要となった、汚泥引き抜き⼿数料
の増改定及び物価⾼騰による維持管理経費の増分と、令和７（2025）年度の決算を反
映し、改めてシミュレーションを⾏いました。



７ 新しい下水道使⽤料体系と選定のポイント
新しい下水道使⽤料体系を３つのパターンにより検討し、パターン③を使⽤料体系案

とし上下水道事業運営審議会へ提案しています。現在、上下水道事業運営審議会で審議
いただいています。
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30％以内円

パターン①
基本料⾦を50％改定し、安定的に収⼊
確保できる案

パターン②
基本料⾦を36％改定し、少量使⽤者にも
⼀定程度配慮した案

パターン③
基本料⾦を30％改定し、少量使⽤者の
改定率を30％以内とした案

検討の結果、
パターン③で提案

使⽤者の76％を占める
20㎥までの少量使⽤者へ配慮
した使⽤料体系としています

30％
以内

※全て税込み、単位︓円

９

POINT

使⽤水量ごとの使⽤料は、13ページをご覧ください



８ 上下水道料⾦の他市町との⽐較
20㎥使⽤の場合の上下水道料⾦の県内14市、⾦ケ崎町及び平泉町との⽐較です。

現⾏料⾦は、⾼い方から８番目の料⾦でしたが、パターン③に改定をすると⾼い方から
３番目の料⾦となります。

10

（税込み）



９ 市としての経営努⼒とコスト削減
経営改善のために次の取り組みを⾏います。

農業集落排⽔処理施設の
統廃合の推進

公共下水道整備の費⽤対効果の検証、整備予
定エリアの住⺠の方へ意思確認を⾏い、整備
予定エリアを縮小します。

市では令和２（2020）年度末時点で30施設
あった農業集落排水処理施設を、公共下水
道への接続及び他の農業集落排水処理施設
への統合により、合わせて10施設減らし、
建て替え費⽤や維持管理費を削減しました。
今後も、効果を検証しながら進めます。

0

10

20

30

2024

(R6)

2025

(R7)

2026

(R8)

2028

(R10)

2030

(R12)

2032

(R14)

2034

(R16)

0

100

200

300

400
億円 億円

企業債借入額・企業債残高の見通し

企業債借入額 企業債残高

175.3

302.8

企
業
債
借
⼊
額

企
業
債
残
高

エリアの縮小による整備費⽤の減

経費回収率
の向上

⼀般会計繰⼊⾦
の減

企業債借⼊⾦
の減

効果

公共下⽔道整備予定エリ
アの縮小

POINT

２

POINT

３
⽔洗化費⽤への新しい
補助制度

水洗化を促し下水道使⽤料収⼊を増加させ、
将来的な経費回収率の向上を⾒込みます。

11

※10ｍを超える部分



下⽔道使⽤料改定に係るご意⾒、ご質問等をお寄せください。
寄せられたご意⾒等は運営審議会等で報告するほか、ホームページ上で公表いたします。
●回答期限︓９⽉17日（木）17時まで

電 話︓上下水道部経営課下水道経営係 0197-34-1517

メール︓jougesuikeiei@city.oshu.iwate.jp

令和８年９⽉ ・第３回運営審議会

10⽉ ・運営審議会より答申

今後のスケジュールは次のとおり予定しています。

10 今後のスケジュール

下⽔道事業の経営を安定させ、安全で快適な汚⽔処理サービスを持続的に
提供するために、みなさまのご理解、ご協⼒をお願いします。

12

スマホから回答できる
LoGoフォームはこちら

※運営審議会より答申を受け、令和９年４⽉に下水道使⽤料を改定する方針となった場合、
12⽉市議会定例会に条例改正案を提出することになります。

もっと詳細な内容を確認したい場合は、こちらから運営審議会の資料をご覧ください。



【参考】 下水道使⽤料改定（案）早⾒表
パターン③で改定した場合の使⽤水量ごとの使⽤料は次のとおりです。

（税込み）

13


